
受講約款 

 

第１条（契約の成立） 

 

1. 受講生は、申込画面の内容および以下の条項を承諾の上、株式会社ヘルメ

ス（以下、「本講座」といいます）に対して受講の申込みを行い、本講座が

これを承諾した時点で契約が成立するものとします。 

2. 前項の定めにかかわらず、以下の各号の事由に該当する場合は、各要件を

充足することを条件として契約が成立するものとします。 

① 未成年であるときは、親権者の同意があること 

② 本講座が、本人であることを証明できる資料（運転免許証、パスポー

ト等）の提示を要請した場合、それを提示すること 

 

 

第 2条（役務の提供及び対価の支払い） 

1. 本講座は概要書面（特定商取引に基づく表記）記載の内容の役務を提供し

ます。 

2. 受講生は”レバレッジ会の概要”記載の受講料を案内期日までに本講座が指

定する銀行口座への振込みもしくは PayPal 決済により支払うこととしま

す。なお、振込手数料その他支払いに要する費用は、受講生の負担としま

す。 

3. 受講生が受講を希望するクラスが開講できる人数に達しない場合は、クラ

スを開講しない場合があります。但し、その場合は納入金の全額を返還す

ることとします。 

 

 

第 3条（学習指導の実施場所） 

本講座は携帯/PC アプリであるチャットワークにおいて学習指導を行います。 

セミナー、グループコンサルティングにおいては都内の会議室等またはオンラ 

イン会議を実施します。オンライン会議を使用しない場合、場所は開催日が近

く なった際に参加者に知らされます。 

 

 



第 4条（学習指導期間と契約期間） 

学習指導の契約期間は、申込画面に記載された期間とします。 

 

 

第 5条（クーリング・オフ） 

1. 受講生は、契約締結時の交付書面を受領した日から起算して 8日間を経過す

るまでの間は、本講座に対して書面により、契約の解除（以下、「クーリン

グ・オフ」といいます）をすることができます。 

2. 本講座はクーリング・オフに伴う損害賠償または違約金を請求しません。 

3. クーリング・オフは、それを行う旨の書面を発したときに、その効力を生じ

ます。 

4. クーリング・オフがあった場合において、テキスト等の郵送が既になされて

いるときは、その返還に要する費用は本講座が負担いたします。 

5. クーリング・オフがあった場合において、既に役務が提供されている場合で

あっても、その対価である金銭の支払い義務はありません。 

6. 代金支払後にクーリング・オフがされた場合、本講座は速やかに全額を返金

します。 

7.  受講生は、本講座が解除に関する事項について不実告知をして誤認した場

合、または威迫行為により解除を行なわなかった場合は、受講生が改めてク

ーリング・オフが可能であることを示した書面を受領し、その旨を告げられ

てから 8日間は、クーリング・オフが可能です。 

 

 

第 6条（中途解約） 

1. 本講座は、クーリング・オフ期間経過後においても、契約を中途解約するこ

とができます。その際、本教室が受講生に対して請求する損害賠償等の額は、

特定商取引法第 49 条第 2 項ならびに特定商取引に関する法律施行令第 15

条及び第 16条の規定により以下の通りになります。 

① 受講開始前 3,000 円（テキストの破損・汚損等を考慮した額、事務

手数料）。 

② 受講開始後 アとイの合計額。 

  ア 既に提供された講座受講の対価に相当する額 



  （講義料・テキスト代・課題添削料等を考慮した講座ごとの額） 

  イ 3,000円（事務手数料） 

2.  役務の単価は日数をもって計算するものとします。 

3.  返還金のある場合は、口座振込の方法で速やかに受講生に返還するものと

します。 

 

 

第 7条（受講時期の延期） 

開講日前、以降に関わらず、やむを得ない事情により受講生が受講時期の延期

を希望する場合、納入金を返還しないことを条件に、受講開始日から 1 年以内

であれば講座を振替受講することができます。なお、振替期間は日単位としま

す。 

 

 

第 8条（役務を提供できないときの取り扱い） 

本講座は、申込者の契約した役務を提供できないときは、役務を提供できない

期間分の受講料を返還します。期間は日単位とします。 

 

 

第 9条（受講資格の譲渡等禁止） 

受講生は、受講資格についてこれを他に譲渡、転売、貸与又はその他の担保に

供することはできないものとする。 

 

 

第 10条（遵守義務） 

受講生は、以下の各号の行為を行ってはならないものとします。 

① 本講座の運営担当者及び講師又は他の受講生に対する暴力行為 

② 本講座の講座会場施設備品に対する破損行為 

③ 本講座、本講座の運営担当者及び講師又は他の受講生に対する誹謗中傷行為 

④ 本講座の施設において、政治活動、宗教活動、営業活動等、受講目的以外の

理由で、本教室の従業員又は受講生と接触する行為 

⑤ 本講座の著作権を侵害する行為 



⑥ 本講座の講座に関連し、コンピューターウイルス、その他の有害なコンピュ

ータープログラムを含む情報などを送信する行為 

⑦ 講座内容の写真撮影、録音、録画する行為 

⑧ その他本教室の正常な講座運営を妨害する行為 

 

 

第 11条（受講制限及び本講座による解除） 

1. 受講生が以下の各号のいずれかに該当する場合には、本講座の受講を制限す

るものとします。 

① 前条及びその他の本約款の各条項に違反した場合又は違反するおそれが

ある場合 

② 本講座の名誉、信用を毀損した場合 

③ その他本講座が受講制限の必要があると判断に足る相当な理由がある場

合 

2. 前項に該当し、催告後も相当な期間内に改善されない場合又はその態様が悪

質な場合には、本講座は本契約を解除することができるものとします。 

 

 

第 12条（著作権） 

1. 教材とは、本講座が実施する講座で使用するテキスト、レジュメ、板書、及

び講義が収録されたカセットテープ、ビデオテープ、ＤＶＤその他メディア

等、いかなる媒体であるかを問わず、文字・音声・画像情報のいずれかが記

録されたものすべてを言います。 

2. 前項の教材に関する著作権、商標権等の一切の権利は、すべて本講座又は本

講座が使用許諾を受けている者に帰属します。 

3. 本講座の教材について、以下の各号に該当する行為を禁止します。 

① 方法、理由の如何を問わず、教材の複製物を作成すること 

② 方法、理由の如何を問わず、第三者に売却、貸与譲渡、公開すること 

③ その他本講座に帰属する著作権を侵害する行為を行うこと 

4. 前項に違反する行為があった場合、本講座は当該受講生に対し、直ちに教材

の返還を請求できるものとし、民事上の措置（損害賠償等）、及び著作権法

に基づく刑事上の措置をとるものとします。 

 



 

第１３条（不可抗力による免責事項） 

戦争、暴動、自然災害、交通機関の遅延または不通、講師の死亡・事故など、

不可抗力により役務の提供、遅延、変更、中断、もしくは廃止、その他講座に

関連して発生した申込者の損害について、本講座は一切の責任を負わないもの

とします。 

 

 

第１４条（合意管轄） 

受講生と本講座との間の裁判上の紛争が生じたときには、東京簡易裁判所また

は東京地方裁判所を調停及び第一審の専属的合意管轄裁判所とします。 

 

 

第１５条（附則） 

本約款に定めのない事項については、民法及びその他の法令によるものとしま

す。 

2. 本約款に定める事項について疑義が生じた場合、その他本約款に関して争い

が生じた場合には、原則として、両者協議の上、解決するものとします。 

 

 

第１６条（約款の変更） 

1. 本約款は、受講生の事前の承諾を得ることなく、全部又は一部を変更できる

ものとします。 

2. 前項の変更については、本講座が変更後の本約款をウェブサイトに公示した

とき効力を生じるものとします。 

 


